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日本工学アカデミーの使命

社団法人日本工学アカデミーは、広く学界、産業界及び国の機関等において、工学及び科学

技術並びにこれらと密接に関連する分野に関し、顕著な貢献をなし、広範な識見を有する指導

的人材によって構成されており、工学及び科学技術全般の進歩及びこれらと社会との関係の維

持向上を図るため、下記の諸活動を通じて、我が国ひいては世界の発展に資することを目的と

する。

記

1 )国内外の工学・科学技術政策、教育等に関する調査研究、提言活動を積極的に行う。

2 )国内外における学際・業際的及び新技術領域の活動を推進することに資する調査研究等の

諸活動を積極的に行う。

3 )国内外の工学、科学技術の健全な進歩発展に寄与するための教育活動、及び一般に対する

普及、啓発活動を推進する。

4)上記の諸活動を効果的に実施するため、国内外の諸団体、特に海外の工学アカデミーとの

連携を強化し、共同事業等を推進する。

5 )上記の一環として国際工学アカデミー連合の主要メンバーの一員として、特に近隣諸国に

おける工学アカデミーの設立に対して、良きアドバイザーとしての責務を果たす。

2000年7月19日理事会
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第 3期科学技術基本計画策定への提言

1 .第 3期基本計画の位置付け

平成16年10月18日

(社)日本工学アカデミ一政策委員会

次期科学技術基本計画は、 20年ないし30年後のわが国と世界のあり方への長期的戦略の下に策定

されるべきである。

平成7年末に科学技術基本法が制定され、以来、 5年を単位として策定されるわが国の基本計画

は、政策の継続性に配慮、しながらも、時代の趨勢や緊急の課題に対して重点的な施策を講じてきた。

第1期においては、研究投資の遅れが顕著な大学等のアカデミアへのインフラ整備と研究助成に重

点が置かれ、第 2期においては、重点分野の設定とともにバブル後遺症の長引く経済不況の環境下、

当面の経済立て直しへの重点的志向が顕著であった。また、わが国の時代遅れとも言える科学技術

推進システムの抜本的改革が総合科学技術会議主導で積極的に進められている。これらの施策は-

F 部効果を発揮しつつあるもののけとは言い難い。その成果を確実なものとするためには、継続し

ての取り組みが不可欠である。

一方、 21世紀を迎えてのわが国は、国内外から未曾有の環境変化の影響を受けようとしている。

内には、本格的な少子化と高齢化社会、危機的国家財政、地方の過疎化と大都市への人口集中、雇

用構造の変化と治安の悪化、産業競争力の維持への不安など。外には、早くも原油価格の高騰で顕

在化してきたエネルギー資源問題、その根底をなす世界の人口増加と発展途上国の経済成長、時を

置かず顕在化するであろう食料問題、加えて、民族、宗教問題の先鋭化による世界秩序の不安定化

など、従来の物質・エネルギー依存型発展のシナリオでは解消できない問題に直面している。

国民の将来の安全と安心な生活を維持するためには、単に持続的発展を指向するだけではなく、

これらに対処する問題解決型戦略を策定し、科学技術の総力を結集して、実行すべき転機である。

2.科学技術政策の位置付け

科学技術政策は、従来以上に国家の戦略的政策として明確に位置付けて推進されねばならない。

基礎研究の振興、巨大プロジェクトの選択などは国家の政策課題であり、グローパリズムの進む

国際関係の下で国益を重視しつつも国際的に貢献しうる政策を戦略的に遂行し、日本独自の国策と

炉 一体化した世界への発信が期待される。そのためには、産官学協力による縦割り行政を超えてのわ

が国の長期的ビジョンに基づく政策であらねばならず、司令塔としての総合科学技術会議は、さら

に政府中枢との密接な連携など、国策と科学技術政策を恒常的に結ぴつける仕組の強化が不可欠で

ある。

また、とくに留意すべき点としては、科学技術の社会に与える影響への洞察が求められる趨勢を

直視して、国策立案、決定のために常に精度の高い最新の科学技術情報の収集、解析と問題解決へ

の活用が不可欠である。臨機応変な専門家ネットワーク組織など総合科学技術会議の機能を強化さ

せる仕組を構築し、国家政策立案、決定機能との密接な連携を可能にすることが焦眉の課題である。

3.計画内容について

3 . 1 .目標系

目指すべき国の姿として、現行基本計画が掲げる三つの基本理念(①新しい知の創出、②知によ

る活力の創出、③知による豊かな社会の創出)に加えて、④知の戦略的活用による国際的リーダー

シップの発揮、を第四の基本理念として明示化したい。

この理念の下に目標系を構築することが望まれる。
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3 . 1 . 1 .目標系 1:地球規模の制約の克服に貢献する

20世紀後半、わが国はもの作り産業の発展により、奇跡的な経済成長を達成した。しかし現実に

なりつつある21世紀の内外の諸課題に直面して、社会の確かな展望を国民に示すことができている

であろうか。緊急の課題は地球規模の制約であり、その克服には持続可能性を目指しての技術(SustaIna-

ble Technology)を高度化しなければならない。

現基本計画の重点化施策は実質的な重点化にはほど遠く、切迫している環境の変化に対応しきれ

ていない。国家政策として具体的包括課題をトップダウンで示し、その解決のために個別領械を超

えた総合的、戦略的な取組みを実行せねばならない。国民生活の基本的要素であるエネルギー資源

や食料の多くを海外に依存しているわが国の脆弱な基盤の補強と改善は喫緊の課題であろう。また、

国家百年の計である国土の保全や海洋開発、 21世紀の都市のあり方、荒廃した環境の修復も関われ

ている。

その際、産業競争力強化を重視した従来の科学技術政策の価値観を超えて、エネルギー・水・食

料等の課題への長期的対応が必須であり、我が国の持てる力で国際的リーダーシップを発揮するこ

とが肝要である。特に、専門家の聞では既に石油ピーク(最大石油生産供給可能量)の到来が確か

なものとされている石油資源問題に関しては、関係部署の総合的取組に対応した科学技術政策が焦 へ
眉の急である。

3 .1 .2.目標系 2:わが国の包括的安全保障を正当に位置付ける

21世紀の世界情勢は、先進国と途上国聞の貧富差に起因する札機に加え、民族、宗教問題の先鋭

化による秩序の不安定化が避けられない。加えて、資源をめぐる国際関係の緊張もますます高まる

ことが予想される。

これまでわが国の高い経済力、特に国際産業競争力は国家の安全保障にも寄与してきており、そ

の維持、強化には万全の対策を講ずべきである。しかし、混迷を深める21世紀の国際関係下におい

て、わが国の国民の安全、安心な生活を確保するためには、従来以上に科学技術政策は国益を重視

して、国際的リーダーシップ確立の政策の一環として推進されねばならない。即ち、国の基本的責

務である国民の包括的安全保障の観点から、エネルギー開発、水・食料確保、防災防疫、海洋開発、

宇宙開発、国防等の科学技術政策が検討され、遂行されることが肝要である。さらには、国家的な

重要案件として領土に関わる問題などについて先端科学技術を駆使した継続的な調査・研究活動を

強化する必要がある。

3.2.手段系

わが国の科学技術の戦略的な推進に求められる手段系の中側、高次のソフト技術によるハード へ
の活用である。さらには目標に向けて多様な要素を総合化する新しい力量が関われている。それに

は限りある資源配分のための「評価システム」の適正化と科学技術の担い手である「人材」の育成

が重要である。

3 . 2 . 1 .手段系 1: r知の統合システムJの形成を図る

日本工学アカデミーは、 2002-2003年にかけてわが国の製造業復活への道標として知的製造業と

いう概念を提案した。その骨子は、わが国が得意とする固有技術のたゆまぬ改善に加えて、ノウハ

ウや技能などの暗黙知も取り込んだ設計やシステム化など高次なソフト技術を駆使して、新たな社

会ニーズに適応して発展させる知的経営を指向するものである。

同様なことが今後の科学技術についても重要であり、問題解決のためには個別知の切り売りでは

なく、「人文、社会系の知Jを「自然、工学系の知Jと統合した新たな知を創造し、活用できるシス

テムの構築と人材の育成を目指すべきである。そのためには既存の分野と概念に基づくシステムで

はなく、それらを融合あるいは組み合わせて、新たな視点で柔軟に研究・教育が行える体制の整備

を進めねばならない。併せて国は新しい次元を拓く強烈な革新意識に溢れた創造的研究開発企業を

適切に評価して、その育成・支援に注力すべきである。

3 . 2 . 2 .手段系 2:効果的な評価システムを構築する
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伊、

研究開発の開始は問題解決の入口にしか過ぎず、成果の活用までのプロセスが重視されねばなら

ない。採択時評価偏重から中間評価による計画修正判断を強化しなければならない。事後評価を厳

密に行ない、その結呆を次の採択や評価者選定に反映させねばならない。また、包括的戦略課題な

どに関しては、自然科学・工学と人文・社会科学との統合知の視点からの新たな評価システムの構

築が求められる。さらに、斬新な基礎研究の育成を図るために、評価システムについて検討する必

要がある。

一方、総合科学技術会議は、縦割り行政の影響から脱却し、手段の目的化を排し、重要施策の成

果の評価を厳密に実施して、司令塔としての機能強化を図るべきである。加えて、自らの成果につ

いても産学官の叡智を結集して、国際的な視点に立った客観的な評価を受けて、施策の改善を図る

べきである。

3 .2 .3.手段系 3:育成すべき人材の資質を明確にする

長期的視点の科学技術政策の根幹が人材育成・確保であることは論を待たない。世界有数の科学

技術の広がりと産業規模を有するわが国においては、求められる人材は多様であり、量的確保の要

求も強い。もはや画一的な育成システムではその目標は達成できない。

一方、教育の段階に応じた適切な科学技術教育の充実と、これからの時代に求められる新たな教

養教育の再構築が不可欠である。特に、科学技術に関する該博な知識と人文・社会系の知を含む幅

広い教養を備え、的確な判断力と将来への洞察力、高;甚な構想、力やリーダーシップ力を持つ人材を

育成するシステムの構築が焦眉の課題である。

また、留意すべきことは、わが国の経済力、産業競争力の根底となったもの作り大国の基盤には、

長年にわたる経験とたゆまぬ研鎖によって高められた加工・製造技能がある。その技能の伝承と発

展のために、高度技能者の育成・確保と処遇を重視せねばならない。

4.政策委員会とその審議経過

4 . 1 .委員会の構成

小野田武*(委員長)、飯塚幸三、石井吉徳、大橋秀雄、柏木寛、川崎雅弘*、隈部英一、鈴木浩、

冨浦梓、長島昭、丹羽富士雄*、久田安夫、平津冷、堀内和夫、松本和子、御閑生誠、山田敏之、

中原恒雄*(副会長・企画委員会委員長)、山田郁夫(専務理事) (*世話人会メンバー)

【アドバイザーグループ。】今井兼一郎、内田盛也、末松安晴、吉川弘之

4 . 2 .審議の経過

*平成15年 6月、平成16年後半には総合科学技術会議を中心にして次期科学技術基本計画の策定作

業が実施されることが予想され、日本工学アカデミー(EAj)としてもその作業に資するべき提言

作成の準備を開始した。

*第 1・2期科学技術基本計画の達成効果の評価のための調査研究を開始した文部科学省科学技術

政策研究所(NISTEP)と相談し、調査への協力も兼ねて定期的な意見交換会を持つこととした。

*平成15年 9月、 EAj政策委員会において中原副会長の参加を得て具体的な検討を開始し、 2回の

NISTEPとの会合において得られた基本計画の成果情報も参考に、 8回の世話人会、 10回の政策

委員会の審議を経て本提言をとりまとめた。審議の経過は以下の通りである。

・平成15年 9月から平成16年 6月にかけて、自由討議、科学技術政策の体系化と問題点の摘出等の

作業を経て、提言論点【基本計画の位置付け、科学技術政策の位置付け、その目標系と手段系]

を抽出、整理した0

・平成16年 7月、上記提言論点、骨子案に基づき、 EAj会員メールシステムを利用してアンケート調

査を行い、 39通の意見を得た。

・この会員意見も参考にしながら政策委員会において提言論点内容の肉付け、全体調整等の審議を

重ねて提言をとりまとめた。

以上
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司 会(丹羽富士雄政策委員会委員長) 時間が

まいりましたので、第143回談話サロンを始めたい

と思います。本日のテーマは、「第 3期科学技術基

本計画策定への提言Jでございます。皆様、お忙

しい中ご参加しEただきまして、心より感謝申し上

げます。

私、丹羽冨士雄と申します。政策研究大学院大

学に所属しております。この提言を作成するに当

たり、その世話人の 1人であった関係でこのよう

な大役を引き受けることになりました。何分不慣

れでございますが、充実したサロンにしたいと考

えておりますので、ご寛恕くださいますようお願

いいたします。

なお、開会の前に皆様に一つお願いがございま

す。それは、この提言を作成いたしました政策委

員会の委員長でいらっしゃいました小野田武さん

が、正月早々急逝されました。小野田さんはこの

第3期科学技術基本計画への提言を提案されて、

常に強力なリーダーシップを発揮なさいました。

今日の談話サロンで、提言の内容をみずから皆さ

んに紹介したいという意気込みでした。その小野

田さんが亡くなられて、思いのたけを吐き出す機

会がなくなってしまったわけでございます。そう

した思いを推しはかり、小野田さんをしのんで黙

祷を捧げたいと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。

(黙祷)

司会ありがとうございました。

なお、自己紹介の続きになってしまいますが、

小野田さんの下でこの提言の取りまとめをしてま

いりました縁で、小野田さんの政策委員長の残期

を私が務めさせていただくことになりました。浅

学非才でありますが、皆様方のご協力のもとにこ

の大役を果たしたいと考えております。どうぞよ

ろしくお願いいたします。(拍手)

ありがとうございます。なお、理事会で承認さ

れて正式に委員長ということになります。

それでは、本日の談話サロンの趣旨をご紹介し

たいと思います。昨年10月に、最初に挙げました

(1 -3頁)r第3期科学技術基本計画策定への

提言」を発表いたしました。その提言の内容を紹

介させていただきます。次に、提言作成に関して
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いろいろな議論の材料になった資料がありますが、

それらの状況なども紹介させていただきます。そ

の後、皆様からご意見をいただきたいと思います。

先ほど黙祷をして、厳粛な気持ちになられたかも

しれませんが、小野田さん自身は活発な議論を期

待されておりました。私たちもそうした議論をも

とに、もしこの提言を改善する可能性があれば、

第2版または第 2次提言というような形で再度っ

くり直したいと考えております。趣旨をお酌みい

ただいて、多方面からの活発なご意見をお願いし

たいと思います。

次にこのサロンの時間的な流れですが、以下の

ように予定しております。

1 .提言の説明

2 .関連諸活動の紹介

3.科学技術政策研究所レビュー調査等の紹介

4.提言の実現に向けて

最初に提言の説明を中原さんにお願いいたしま

す。 2番目に、提言に関連した諸活動の紹介とい

うことで、経団連とか関西での動きとか、あるい

は提言の中で知的製造業を取り上げておりますの

で、その動きを中原さんと飯塚さんにお話いただ

きます。休憩をはさんで、 3番目になりますが、

文部科学省科学技術政策研究所が第 1期、第 2期

の科学技術基本計画の基本レビュー調査を実施し

ました。私どもも調査に協力するとともに、提言

作成の参考にさせていただきました。その内容を

紹介したいと思います。それを踏まえて、討論と

まとめを行い、全体で約 2時間半を予定しており

ます。

最初に提言の説明ですが、具体的には提言の内

容の説明と、提言を総合科学技術会議のメンバー

とか、そのほか関係の深い方に提案してまいりま

した。その反応などを含めて中原さんにお願いい

たします。

中原さんは、既に皆様ご存じと思いますが、日

本工学アカデミーの副会長でいらっしゃいます。

理事会で基本計画に対して提言が必要であるとい

う提案をされました。ほぽ同時期に政策委員会で

も提言が必要であるという合意に逮しておりまし

て、中原さんと小野田さんは、私の感じから申し

崎 1
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上げますと、車の両愉のごと く提言作成に強いリ

ーダーシップを発榔されてきました。111:話人の 1

人にもなっていただいております。そのようなわ

けで、提言の内容と先はど 111し上げました状川に

ついて、 11-1JJ;iさんのほうからご説lリJ~、ただきます。

1 .提言の説明

中原恒雄 ただいまご紹

介いただきました住友屯

工の中原でございます。

本Hの私の役日は、まず

「第 3~UJ科学技術基本計

画策定への叫言」、 111=~q三

の10)=J18 R 什でございま

すが、これを皆様方にご

説明するという ことであります。

これは大変車IIIかい神経を使ってつ くられた文章

です。これを一つ一つ読んでいったほうが正確で

すが、若干わかりにくい点 もあるかと思いますの

で、パワーポイン トを使ってご説!リjさせていただ

きます。

抗言の最後に i4 . 政策委l~会とその帯識経過j

というのがあります。これをお読みいただきます

とすぐわかるのですが、 20名前後の);が2il~ ぐら

図表1

いかけていろいろ論議した集大成がこのパンフレ

ッ卜 (i){;=:nであります。小野1[1さんは制lt:哉作り

の天才でありました。政策委此会、アドバイザー

グループ、さらに世話人会を発案されました。私

もその制1:話人会の l人に、 汁・湖新委員長、 川IIJ*f委

11とともに任命されたわけであります。

科学技術政策研究所というのがあります。これ

は文部科学省の一つの研究所です。当時の今村-所

長が科学技術振興部j雑貨のなかから 2位I-'Jばかり

のず~Xì: を舷併されました。 文書11科ザ:省、あるいは

総合科学技術会議経由だ・ったと辺、います。その日

(I~Jは第lJUJ と第 2 JUJの科学技術基本計同の成呆を

，l'l'1uliするというものです。

たまたま私も不1.:手・技術政策研究所の顧問の一人

を務めておりました。その関係で、日本_L学アカ

デミーとのJI.¥Jでそれを論議する機会を設けようじ

ゃないかという :'1';になりました。そこで2回の科

学技術政策研究所との討論が実施されました。そ

れを合めて 81川の世話人会、 10阿の委il会が実施

されて、この世言がまとまりました。

図表 1はナJ-羽先生とソニーの1111-1I敏之さんに、

従言を裏側よくまとめていただいたものです。

(以後、今どこを話題にしているかを示した方が

分かり幼いと思いますので、隣のほうに常時この

第3期科学技術基本計画策定への提言

第3期基本計函の位置づけ

-未曾有の環筑変化に対応するべき

科学技術政策の新しい転機と捉える

-20-30年の長期的視野にたった問題

解決型の戦略計画とする

(社)白木工学アカデミー

。。
科学技術政策の位置づけ

-国家の戦略的政策と位置づけ、国益

追求とともに国際貢献を重視する

-縦割lり行政を廃し、総合科学技術

会議の機能を強化する

計画内容の提案

目標系 知の戦略的活用による 手段系 高次のソフト技術による
国際的リーダシッブ ハードの活用

(1 )知の統合シスァムの形成
(1 )地球規模の制約の克服 「知的製造業J化の推進

;寺続可能性を自活す妓持iの高度化 人文・社会系と自然・工学系の知の統合
包j舌的課題の提示と戦略的取組 。創造的研究開発企業の育成支彼
エネルギー・水・食料苦手の課題への対応

(2)効果的な評価システムの摘築
(2)包括的安全保障の正当な位置づけ ll1後E平価の導入とその活用

国際関係の銃強の高まりへの対処 統合知の視点からの新評価システム
科学後術による包箔的安全保隊の彼点 総会科学妓術会織の司令1苦徽能強化
国益重視と国際的リーダシッブの発締 (3)必要人材の明確化とその育成
エネルギー・氷・食料の確保に加えて
防災防夜、海洋・宇宙開発、国防等

多織な人材像に沿う多織な育成システム
高度妓能者の育成・評価システム
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OHPを映しておきます。)

第一に、第 3期科学技術基本計画につきまして、

第1期と第 2期の継続として、どう位置づけるか

を考えねばならないと考えました。次いで、その

背景として、もともと科学技術政策というものの

位置づけが知何にあるべきかを考え、第 3期では

何を目標にすべきかをはっきりさせ、ターゲット

を決める事にしました。これを目標系と名付けま

した。この目標を、いかなるやり方で達成すべき

るかを考え、これを手段系と名付けました。目標

系と手段系に分けて議論を進めたわけです。

図表2

第3期基本計画の位置づけ

{未…境変化に対…学技術政策の新しい 転機1
・20-30年の長期的視野にたった問題解決型の戦略計画 l 

l如 ニ第2期の成果!主主:ト注 l 
1-アガデミアのインコフ 慣と溺究助成 l 
l 経済立て直しへの貢献{重点化は成功したが全般に不十分~>I
l 継続して取り組み、成果を確実にする l 

圏内外の環境の激変

少子高齢化、国家財政危機、過疎と人口集中、
雇用構造変化と治安、産業競争力の不安

エネルギー資源、人口増加と途上国の経済成長、
食糧、民族・宗教の先鋭化による世界秩序不安定化

問題解決型戦略と、総力を結集した実行

最初の、第 3期基本計画の位置づけですが(図

表 2)、第 1期、第 2期を何となく延長するという

のはごく自然な考え方です。しかし最近特に未曾

有の環境変化があり、これに対応するためには科

学技術政策を新しく展開する必要があります。次

に、もともと科学技術基本法は、 10年ぐらいの先

を見通して、 5年間のアクションプランをつくる

というのが出発点でした。やはり 5年、 10年では

ちょっと短すぎるので、 20年ないし30年の長期的

視野に立った問題解決型の戦略計画を導入すべき

だと考えました。これが、政策委員会の見解でし

た。これまでの基本計画の第 1期、第 2期の内容

と実績をいろいろな角度から観測しますと、その

成果に工学アカデミーとしてはやや不満であり、

不十分であると感じている訳です。

第1期の前から既に科学技術5カ年計画があり

ました。この前の 5年聞はプレ第 1期と呼ばれて

6 

います。プレ第 1期と第 1期で、日本の大学・国

立研究所を、非常に悲惨な状況から先進国並にな

るように、大幅なインフラ整備への投資が行われ

ました。それから大学あるいは国立研究所の先生

方に国際水準の研究助成金が出されました。これ

らの点では、かなり大きな成果が上げられている

と感じております。最近、大学の研究設備は、国

際水準の、メーカーの研究所より立派なものが、

豊富に設置されているという状況になったと思い

ます。

第2期では、当時経済界がバブル崩壊により俄

に疲弊をしており、非常な不況に陥っていました。

国で研究した成果を、何とか是非経済立て直しの

ために活用しようではないかという機運が強まり

ました。そのためには、研究開発を漫然とやって

いたのでは分散してしまうので、 4つの分野、す

なわち、ライフサイエンス、情報通信、環境、ナ

ノテク・材料に思い切って重点をおこうという方

針が立てられました。レビューしてみますと重点

化は大変成功しております。重点、分野の予算は毎

年増えて、特にライフサイエンス・ノてイオには相

当のお金が継続的につぎ込まれたということです。

ただし、経済立て直しに貢献したかということに

なると、産業界から見ますと、かなり不十分な感

じが強いということです。

これまでの日本の国の研究のやり方について、

いろいろまずいところがあって、これを直そうと

いう、いわゆる研究システムの改善ターゲットが

ありました。しかしこの改善も不十分であります。

第3期で引き統き継続して取り組み、成果を確実

にしてほしいという評価であります。

環境変化では、まず国内を見ますと、少子高齢

化の現象がいよいよ進行し、また国家の財政危機

が急速に深刻化してきました。もともと増税なき

財政再建と言っていたのが、税金を大幅に上げざ

るを得なくなるという状況になっております。次

に、依然として地方は過疎化が進行し、東京等の

大都市には人口が集中する傾向は止まっておりま

せん。さらに、産業界が不況克服のためにリスト

ラを余儀なくされ、あるいは新しい産業が興って

きて、雇用構造に変化が生じました。それに伴っ

て治安が悪化しております。また日本の国際産業

へ
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競争力が大分あやしくなってきた等の内憂があり

ます。

国外を見てみますと、エネルギー資源に問題が

あります。日本工学アカデミーの石井吉徳先生が

最近大いに発言されているようです。先生ご指摘

の様に、石油の頭打ち、あるいは中国が膨大な量

のエネルギーを使い始めたということで、エネル

ギー資源の確保に不安がでてきました。日本は人

口が減っているのですけれども、未開発国しかも

低所得層の人口が急増しているという問題、最早

中国を途上国と言い切れず、中国が日本の経済の

一部を脅かしているというような現象もあります。

エネルギーの次にすぐ来るのが食料、それから

民族、宗教の先鋭化による世界的秩序の不安定化

といった外患があります。こういう状況では、ど

うしても、基本的な解決策として、問題解決型の

戦略と、総力を結集した実行が強く望まれます。

図表3

科学技術政策の位置付け

(唱吋的政策と位問国益追求と国隙貢献重視 l
・縦割り行政を廃し、総合科学技術会識の機能を強化 l 

.国家の戦略的政策としての位置づけ、推進

国益と園醸貢献政策、独自の国策と一体化した発信
産官学協力による長期的ビジョン

国策と科学技術政策を恒常的に結びつける仕組

科学技術の社会に与える影響への洞察

図鑑立案・決定のため、精度の高い
最新の科学技術情報の収集解析、問題解決への活用
総合科学技術会磁の機能強化の仕組み、国家政策立案
決定機能との連携

問題解決型戦略と、総力を結集した実行

図表3は、そもそも科学技術政策というのはい

かにあるべきかという位置づけを示したものです。

政策委員会の皆さん方の基本的な見解は、技術政

策は最も重要な国家の政策であるという位置づけ

が必要であり、まず国益を追求するということ、

そして国際的に認めてもらうために国際貢献を重

視することが必要だということです。次に、昔か

らよく言われているのですが、依然として縦割り

行政が残っているので、これを出来るだけ排除し

て、総合科学技術会議の本来の趣旨であります総

合する機能をもっと強化してほしいという希望で

あります。

具体的には、国家の政策の戦略として、日本独

自の国策と一体化した日本の国際技術政策の世界

への発信をやるべきだという意見です。次に産学

官協力による長期的ビジョン、最初に話しました

ように10年ではちょっと短い、 20年ないし30年の

長期的ビジョンが必要です。国の政策と科学技術

の政策は一体のものなのだという視点が、今まで

ちょっと弱かったのではないかという主張であり

ます。

それから、科学技術が社会に与える影響をもっ

と考えて、国策を立案決定する時に、もっと精度

の高い最新の科学技術情報の収集、解析、問題解

決への活用をしてほしいという事であります。端

的に言いますと、日本工学アカデミーは技術に関

するプロの集団です。総合科学技術会議は、これ

をもっと活用して、相談し、情報を集めて、それ

をもとに実行してほしいということであります。

総合科学技術会議は経済財政諮問会議に比べま

すと、テレビに出る回数も少なくて、もうちょっ

と表に出る機会を増やすべきではないでしょうか。

依然として、各省庁の権限が結構強いということ

があり、これに負けないように、総合科学技術会

議の機能を強化し、国家の政策立案決定機能との

連携を強化すべきではないかということです。

本来、先の見通しという点では、技術が一番安

定していてわかりやすく、経済とか政治は、いつ

変わるかわからないという性格があります。従っ

て、繰り返しになりますが、本来、技術政策は、

機軸になっている国の政策と一体になっていくべ

図表4

目指すべき国の姿

①新しい知の創出

②知による活力の創出

③知による豊かな社会の創出

口
④知の戦略的活用による国際的リーダーシップの発揮
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きではないかという主張です。

目指すべき国の姿につきましては、第 2期基本

計画のときにキャッチフレーズが3つございます

(図表4前頁)0 1番目が「新しい知の創出J、2

番目が「知による活力の創出J、3番目が「知によ

る豊かな社会の創出」です。これらは依然として

大事なことですが、第 3期においては、 4番目と

して「知の戦略的活用による国際的リーダーシッ

プの発揮Jを追加していただきたいという提言で

す。

図表 5-(1) 

ポ舌用による国際的リーダシップ
(1 )地球規模の制約の克服

」こL

総合的・戦略的取り組みの実行
・エネルギー、食料の海外依存の改善
・国土保全、海洋開発、 21世紀の都市のありかた、環境の修復、| ……観を超える

lエネルギー・水・食料問題への長期的対応
I (石油ピークへの対応)

これは先ほど申し上げました目標系です。具体

的に何をターゲットにするかということですが、

全体を通じてのキーワードは、「知の戦略的活用に

よる国際的リーダーシップの発揮Jということで

す。その 1としては、地球規模の制約の克服を真

剣に考えるべきだということです(図表 5-(1))。

これについては、具体的かつ包括的な課題のトッ

プダウンが必要であります。それぞれの学問分野

を掲げて、それに重点を置くというだけでは、地

球規模の制約の克服の様なトップダウン的なター

ゲットは決まりませんので、特にこれを掲げてい

るわけです。

総合的、戦略的に取り組み実行すべき事は沢山

あります。具体的にはエネルギー、食料の海外依

存率を改善するための技術、国土保全、海洋開発

等があります。特に海洋開発は非常に重要である

ことが最近認識されてきております。次に、 21世

紀の都市のあり方、環境の修復を考えなければな

8 

りません。このためには、従来の科学技術の価値

観を超えて、社会全体、圏全体を眺めて取り組ま

ないと成果が上がらないと思います。エネルギー、

水、食料問題の長期的対応、あるいは予想される

石油枯渇に対する対応をトップダウン的に考えて、

従来の要素技術を横串にして、マトリックス的な

分類による縦串の技術の育成を考えるべきだとい

うことであります。

図表5-(2) 

知の戦略的活用による国際的リーダシップ
(2)包括的安全保障の正等な位置づけ

-先進国と途上国の貧富差、民旗・宗教問題の先鋭化
.資源をめぐる国際関係の緊強

」こL

・経済力、国際産業競争力の従来以上の維持・強化
・国益を重視、国際的リーダーシップ確立の政措の一環として推進

巴今 -国民の包括的安全保障
エネルギー開発、水・食料確保、防災防疫
海洋開発、宇宙開発、国防等の科学技術政策
.領土に関わる問題

2番目のポイントは、包括的安全保障の正当な

位置づけです(図表5-(2))。最近先進国と途上国

との貧富の差がどんどん拡大しております。資本

主義には本質的にそのような傾向がありますが、

特に最近それが顕著になってきています。さらに

民族・宗教問題の先鋭化が大きな問題です。イラ

ク問題がその一例です。次に、資源をめぐる国際

関係の緊張があります。隣国の中国や韓国との海

底石油の利権紛争とか、いろいろな問題がありま

す。それを解消するために経済力や国際産業競争

力の維持強化が従来以上に必要です。また繰り返

しになりますが、政策の一環として、国益を重視

して、国際的リーダーシップの確立を推進をして

ほしいという事です。

国民の包括的安全保障とは、政府の役目は国民

の包括的安全を保障することにあるという主張で

す。具体的には、エネルギー開発、水、食料確保、

防災、防疫、海洋開発、宇宙開発、国防等は政府

の役目であり、これらの科学技術政策をもっと強

化する必要があるのではないかという事です。特

月 1
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F験

に領土にかかわる問題は、タイミングを失します 図表 6-(2) 

と、永遠に解決出来なくなる恐れがあります。最

近海底資源の調査とか科学技術が絡むいろいろな

ことが問題化しております。

目標系を達成するための手段系のキーワードは

「高次のソフト技術によるハードの活用jという

ことであります。日本はソフトが弱いとよく言わ

れていますが、最近特にアメリカでは、日本のソ

フト技術についての評価ランクが低いという話が

あります。もともと日本のハードは80年代の黄金

時代に築かれた強いものがあるので、そのハード

を活用して高次のソフト技術を育成強化していく

必要があるのではないか、その一つが、知の統合

システムの形成ということであります。

図表6-(1) 

エ匝量三
高次のソフト技術によるハードの活用

(1 )知の統合システムの形成

人文・社会系の知

自然・工学系の知

-種々の分野と概念
の融合、組合せ

・新しい次元を括〈強烈な革新意儲に溢れた

創造的研究開発企業の評価・宵成・支援

統合のまず第一歩は、人文社会系の知との統合

です(図表 6-(1) )。従来自然工学系の知だけで問

題を解決してきたことが多いですが、今後は人文

社会系の知を加えて解決をはかる必要があります。

そして単に足し算をするだけでなく新たな知を創

造、活用すべきです。そのためには、新しいシス

テム構築を進めると共に、それに必要な人材の育

成が必要であります。いろいろな分野の概念を融

合し組み合わせ、単なる足し算ではなくて、新た

な視点で柔軟に研究・教育が行われる体制を築く

必要があります。さらに新しい次元を開く強烈な

革新意識にあふれた創造的研究開発企業を発見し

育成支援する必要がある、というのが手段系の第

1点です。

-成果の活用までのプロセス重視の評価

|開始時評価 l吟 l中閥解価 101 事後評価 l 

海 面 溜 霊P
-自然科学・工学と人文・社会科学の統合知の視点の評価システム
.斬新な基礎研究宵成のための静価システム

I総合科学技術会酪・ r 価一一一 一一』

2番目は、それをやるためにも効果的な評価シ

ステムの構築が必要であります(図表 6-(2))。い

ろいろなフ。ロジェクトは、文部科学省とか、 JST

(科学技術振興機構)とか、JSPS(日本学術振興会)

等で、開始時点で、評価されるわけです。それから

しばらく経ったところ、例えば 2年ないし 3年で、

中間評価をやります。その中間評価の結果、計画

を修正する所を強化すべきであります。さらに今

まで十分行われていなかった事後評価をし、この

結果を次期の採択の評価に大いに生かしたらどう

かという事です。これは既に一部行われているの

ですが、もっと広汎に且つ強力に実施したらどう

かという提案です。

繰り返しになりますけれども、自然科学・工学

と社会科学・人文学とを統合した視点での評価シ

ステムが必要です。従来のピアレビューは、同じ

専門の中だけで評価しています。それを、もう少

し違う専門、極端なことを言えば、技術であって

も社会科学とか、人文学の観点、からの評価も入れ

るべきではないかということです。新しい基礎研

究育成のための評価システムをつくるという点で、

総合科学技術会議に望むことは、依然として存在

する強い縦割lり行政を改めてほしい、次いで、手

段の目的化といいますか、あるターゲットに対す

る手段をつくることが目的になってしまっている

ようなケースが多いので、これを改めて項きたい

という事です。そして成果の評価とその活用をも

っと厳密にして、日本の科学技術の指令塔として

の機能を強化してほしいと思います。そして、総
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図表 6-(3) 

教宵の段階に応じた科学技術教育の充実
新たな教養教育の再構築

|ものっくり大国の基盤となった製造技能の伝承と発展|

も|高度技能者の育成・確保と処遇|

を伺いました。そのお一人が、現在総合科学技術

会議でまとめ役をしていらっしゃいます阿部博之

議員で、 12月1日にお話をしに参りました。お忙

しい所を 1時間近くも時間をとっていただ、きまして、

ご説明をし、ご意見をお伺いしました。その時は

小野田委員長と山田専務理事と私とで参りました。

阿部議員より項いたコメントですが(図表 7)、

「おっしゃるように国際的リーダーシップの発揮

という意識は、総合科学技術会議はやはり希薄で、

あった。特に第 2期までは総合科学技術会議内部

のことで頭がいっぱいだった。Jということをおっ

しゃいました。それから、「第 1期は研究開発費の

予算は、予定よりちょっと上回ったのですが、第

合科学技術会議自身の成果に対する外部評価を自 2期は予算達成が難しい。第 1期で予算が結果的 畑、
ら進め、産学官からの国際的且つ客観的な評価を

得て、やり方を改善してほしいということです。

に達成されたのは、多額の補正予算がついたから

です。しかし補正予算は総合科学技術会議抜きで

決まってしまうので、コントロールが難しし叫と

いうお話がありました。また次の様な主旨のコメ

ントも項きました。「政府の補助金による研究成果

の活用が明確にされていないために、予算が十分

つかない。それは運の様なものだ。例えば防衛庁

の場合でも、国防意識で日本とアメリカでやはり

差がある。ただし、日本で現在いい点は、省庁間

で税務会計上の認識は一致してきているというこ

とだ。Jということでありました。

3番目の視点は、手段系を実施する際、必要人

材の明確化とその育成が必要であります(図表6

-(3) )。現在科学技術が非常に広範化し、且つ産業

が大規模化しています。今や、多様で多量の人材

が必要なのに、現状ではやや画一的な教育育成シ

ステムがとられています。長期的視点の人材育成

確保は今のままの画一的な教育では困難なので、

個別の人を育てることを考える必要があるという

主張です。段階に応じた科学技術教育の充実、新

たな教養教育の再構築、そのためには科学技術の

該博な知識が必要です。今までも工学部はT字型

更に f10月21日に第 3期の基本計画策定のため

の基本政策専門調査会の設置が決定した。その後

ということが言われてはいるのですが、新い、技 メンパーは全部公表されている。分科会を幾つか へ
術がどんどん増えていますので該博な知

図表7
識を教え、更に、人文社会系の知の幅広

い教養、あるいは判断力、洞察力、構想

力を持ったリーダーシップを発揮できる

ような人財の養成が必要となる訳です。

特に物づくり大国の基盤となる製造技術

の伝承と発展が大切で、そのためには高

度技能者の育成確保と処遇が必要ではな

いかという主張です。以上で、この提言

に書かれていることを説明させて項きま

した。

次に、日本工学アカデミーでこういう

ことを提言しておりますよということを

二、三の方を訪問してご説明をし、反応、

10 

総合科学技術会議阿部議員非公式コメント
文責:中原

-国際的リーダーシップの発揮は希薄であった。第2期までは肉向き
.第2期は研究開発費のGDP1%確保は難しい状況。

補正予算は総合科学技術会酪抜きで決まる。

-政府補助金による研究開発成果がうまく活用できていないことが問題。
防衛調達や国益意臓で日米にギャップがある。

・省斤聞で税務・会計上の認織は一致してきている。
・10月21目、第3期基本計画策定のための「基本政策専門調査会』の股置決定。

分科会を作り、各省の意見を相当容れることになる。
.EAJは、個人が集まった、外国との関係も深い産業界も含めた代表。国民の

選択を助ける広い立場で広範で複雑な問題にメッセージを出してほしい。

(…日……庁舎特館7階
・訪問先総合科学技術会臨阿部腫員
・肪問者日本工学アカデミー中原副会長、小野国費員長、山田専務理事
・用件掠3期科学技術基本計画策定への鍵宮の脱明



つくって各省の意見を相当入れることにな

る。基本計画の中に、総合科学技術会議は

日本工学アカデミ一等の意見を十分間くよ

うに調査を依頼すべきである、という文言

があると、総合科学技術会議のほうから幾

らでもアカデミーに調査依頼ができるのだ

が。Jというアドノfイスを項きました。

また、「日本工学アカデミーは伽l人の集ま

りであり、しかも外国との交際以来い、産

業界も加わった代表であるので、国民の選

択を助ける広い立場で、広範で複雑な問題

にメッセージを出してほしい。例えば物理

学会のご意見を聞くと、こういう研究設備

図表8

文部科学省科学技術・学術政策局

有本局長非公式コメント
文貴:中原

・総合科学技術会路基本政策専門調査会の専門部会で、科学者共同体から
話を聞くと思うので、 EAJがプレゼンできるようにアレンジを頼んでおくとよい。
.アカデミー活動は英米のように本来NGOであるべき。
.EAJは学術会憾と協力体制をとって行くのがよい。
-総合科学技術会館基本政策専門調査会などいろいろな場でEAJの

プレゼンスを高めて行くのがよい。
・米国NAS、NAEと対称の組織を作るというEAJ設立の動機、経緯は

理解している。
-総合科学技術会績の内閣府事務局スタッフは文系ばかりなので、抜術者・
技術者集団のサポートが必要と感じる。

.2004年12月何回17:25-18:00於文部科学省

-訪問者:日本エ学アカデミー中原副会長、隈部副委員長、山田専務理事
.用件:アカデミー活動の向上鍍について

炉 は絶対つくらないとだめだとか、ほかのこ

F帆

とは一切無視して、その専門分野だけの意見が出 学技術会議の基本政策専門調査会などいろいろな

ている。同様に婦人協会の意見は、婦人の立場だ

けを主張する。日本工学アカデミーからは、もっ

と広い立場で、総合科学技術会議はこういうふう

にすべきだという意見をいただけると大変ありが

たい。Jこれが阿部議員の日本工学アカデミーの提

言に対する反応でありました。

その時「どの省庁でもいいので、省庁の答申の

中に今言ったような、総合科学技術会議がアカデ

ミーの意見を聞くべきだというのを入れてほしい。J

とのアドノ〈イスを項きましたので、アクションを

どうすべきか考えました。そこで、最も身近なの

は、文部科学省の科学技術学術政策局と思ったの

で、有本建男局長さんのところへ行きまして、同

じような話をしました。これが12月15日でした。

このときは企画委員会の隈部副委員長と山田専

務理事と私が参りました。有本局長のコメントは

(図表8)、「総合科学技術会議の基本政策専門委

員会の専門部会で、科学者共同体から話を聞くと

思うので、日本工学アカデミーが自分でプレゼン

テーションしたらどうか。そのように事務局であ

るところへアレンジを頼んで‘おくから、ぜひ行き

なさい。」というアドバイスでした。それから、「本

来アカデミーの活動は、イギリスとかアメリカの

ように非ガパメント・オーガナイゼーションであ

るべきだ。これは政府組織ではぐあい悪いと思っ

ている。政府組織になってしまったが、学術会議

と協力体制をうまくとって項きたい。また総合科

場で日本工学アカデミーのプレゼンスを高めるよ

うにされたらよい。Jというアドバイスも項きまし

た。

さらに、「昔米科学アカデミーのフランク・プレ

ス会長がシンメトリーということを盛んに言われ

ました。アメリカと日本はシンメトリーであるべ

きで、平等であるべきではないと。英語と日本語

との例では、アメリカ人も日本語をしゃべれと言

われるのは困るけれども、そこは通訳を使うなど

して、シンメトリーで対等なつき合いをしたいと

いうことを主張された。その結果日本工学アカデ

ミー設立の動機とか牽引になった。自分はその事

情をよく理解している。」とのコメントをされま

した。

有本局長さんは更に、「総合科学技術会議になっ

てから内閣府の事務局スタッフは文系ばかりにな

って、前よりも話をしにくくなった。技術者集団

のサポートがもっと必要であると自分は感じてい

る。日本工学アカデミーに期待している。Jという

コメントをされました。

そこで、内閣府科学技術政策統括官付きの倉持

相当参事官、この方がさっきの委員会の議題の企

画の事務局をされるとの事でご紹介頂いたので、

そこに行って話をしてきました(図表9次頁)。こ

れが去年12月22日でございました。山田専務理事

と一緒でした。

倉持さんからは、「今までの総合科学技術会議の
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図表9

内閣府科学技術政策統括官付

倉持担当参事官非公式コメント
文責:中原

ここで一旦私の話を終わらせて項きます。

(拍手)

司会 どうもありがとうございました。

提言の文章につきましては、委員会では

• r何のための科学技術かJについて5-10年を見通した経済社会環境の変化を
取り込んでもっと考えるべきだと思う。 EAJなどからのいろいろな意見を歓迎する。
・総合科学技術会簡の枠をこえた簡が増えている。社会全体に視点を拡げ、

なるべく分かりやすくと心がけたつもりで

すが、まだ分かりにくいところもあるかと
裾野を拡げた蟻輪をしたい。総合科学技術会譜(韓員とスタッフ}とEAJの意見
変換の喝を考えたい。
-国際的リーダーシップの発揮は、リターンをどのように国民に説明するか
考えたい。日本では、米国のようなリーダーシップへの理解が少ない。
・国民が科学技術の重要性を箆臨するよう、ダイナミックな運動をすべき。
・官が動かないと何もできない時代ではない。国を動かすために何をすべきか
意見交換したい。
.EAJなど関係団体が協力し、大同団結して国民に広い立場からの
メッセージを発信してほしい。

|…22813:25-14:10一一一・勧問者:日本工学アカデミー中原副会長、山田専務理事
・用件:アカデミー活動の向上策について

内部では、何のための科学技術かについて、 5年

とか10年を見通した経済社会環境の変化を取り込

んでもっと考えるべきだが、それが大いに不足し

ていたと自分も感じている。日本工学アカデミー

などからいろいろな意見を言っていただくのは、

大変歓迎する。最近は総合科学技術会議の枠を超

えた話が増えている。社会全体に視点を広げて、

すそ野を広げた議論をしたい。そのために総合科

学技術会議の議員と、日本工学アカデミーの意見

思います。提言をつくる前に、工学アカデ

ミーのEメールアドレスをお持ちの方全員

にEメールアンケートをさせていただきま

した。そのときも分かりにくいところがあ

るからというご指摘がたくさんありまして、

それに基づいて私どもは修正いたしました。

先ほど中原さんのほうから、そういうこ

とも踏まえて、提言の内容について図解し

て紹介下さいましたので、かなり分かりやすくな

ったと思っております。内容以外のことで、何か

今の中原さんのご発表についてご質問があります

でしょうか。

科学技術関連の方々からかなり好意的なレスポ

ンスがあったということでございます。それでは、

次に進ませていただきます。

次は、関連諸活動の紹介ということで 3件ござ

います。 1件目は経団連の提言。 2件目は関西の

交換の場を今後つくっていってほしい。」という話 動きということでございます。 2っともまた中原

を項きました。 さんのほうからご紹介いただきます。

更に倉持さんは、「国際的リーダーシップの発揮

ということについては、例えばITER(国際熱核融

合実験炉)の様な大きなプロジェクトになりますと、

そのリターンがあるということをどう国民に説明

するか。いわゆるアカウンタビリティーが問題な

ので、それについても知恵を出してほしい。日本

ではアメリカのようにリーダーシップへの理解が

少ないので、 トップダウンにしようと思うと、国

民の説得がどうしても必要となる。国民が科学技

術の重要性を認識するようにダイナミックな運動

をすべきであって、必ずしも官が動かないと何も

できない時代ではないので、国を動かすために何

をすべきか意見交換をしたい。日本工学アカデミ

ーなど関係団体が協力をして、大同団結をして、

国民に広い立場からのメッセージを発信してほし

い。Jとのご意見でした。非常に好意的で、アクテ

イプな反応でありました。
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2 .関連諸活動の紹介

中原 日本工学アカデミーは産学官の連合です

けれども、やはり産業界の意見ということになる

と経団連の意見を確認しておくべきだと思います。

経団連でも技術委員会というのがあります。私も

この委員をしております。その中に、日本工学ア

カデミーの政策委員会のような小委員会があって、

第3期科学技術基本計画への提言について検討し

ております。東芝の笠見さん(会員)がこの小委

員会の委員長をしておられます。経団連でまとめ

られた資料がございます。それは日本工学アカデ

ミーと基本的にはよく似ているところがあります。

しかしやや産業界寄りの立場でかかれています。

まず第 3期、2006年から2010年への期待として、

科学技術をペースにした産業競争力の強化に向け

て考えてほしい、というのが経団連の基本的希望

へ

へ



~ 

図表10-(1) 

経団連の提言(1) 

一第3期科学技術基本計画(2006-2010)への期待

科学技術をペースにした産業競争力の強化に向けて(概要)

これまでの取り組み 義が国をとりまく環境

(1 )予算の鉱大:第1期(1996押 2000)は
17.6兆円、112期(2001....2005)は約
17兆円(4年間)と礎実に健太

(1 )海外:アジア筒園の急成袋(特に中国)
による国際賂争の激化、エネルギー需
要の細大

(2)各種施銭の清実な推進:
研究開宛促進税制の改革、国立大学の
非公務員型の法人化、産学濯機の推進等

(2)国肉:少子化、高齢化の進康(2006年
ごろをピークに人口が減少)

=。新たな課題への対応も必要

我が園が直面する謀題を解決し、世界に貢献していくには、

科学按街、産業技術の力が鍵を握る。

一=4一一ーム=ー

であります(図表10-(1) )。その前段のとこ

ろが、これまでの第 1期、第 2期の取り組

み。我が国を取り巻く環境はこんなに変わ

っていますよということです。予算は第 1

期が17.6兆円、第 2期は 4年間で17兆円、

確実に増大していて、これは大変結構だと

いう評価です。産業界から見ますと、もっ

と具体的な各種施策の着実な推進があった。

例えば研究開発促進税制の改革。これはお

そらく経済産業省の働きだと思いますが。

それから国立大学の非公務員型の法人化、

そして産学連携の推進。この辺は非常に評

図表10-(2) 

2期での取り組。み

基盤銭術・a磁
研究の盆視
(ライフサイエンス‘

ナ情ノ報テ通ク信・材、環車ヰ境の、

置点4分野}

う認識であります。

そこで、第 3期で具体的にこうしてほ

しいという政策を説明しております(図

表10-(2))。第2期での取り組みはどちら

かというと基礎技術とか、基礎研究ある

いは基盤技術の重視、先ほど申しました

ように、ライフサイエンス、情報通信、

環境、ナノテク材料の重点、 4分野という

ことでやってきたわけです。しかし今後

はもう少し角度を変えた重要技術という

ものを考えてもらう必要があるのではな

いかということです。

第1番目は、国や産業の持続発展の基

礎となる重要技術。経団連ではクリティ

経団連の提言(2)

第3期基本計画で望まれる政策

(1 )固シ.有ー画)産の量限陸の定持と続戦的略発的展推0進!f&礎となる鑑要銭術(判手イカル・刊J口

①軍要篠術の股定 司 将そ来のの実経視済に・不社可会欠のな援軍を要錨銭き術、
を陸定

〈経済・社会の姿〉 〈盤要技術のイメージ〉

価値創造型『号ノ』創り図書置
00a紺愉b上る線鰻に製温.闘強予備す，調、震のるイをλ語鏡後周街シとJすにW臼よるAピるキ》-Jn生阻Kそト虚・健の軒佳衛幽b・F《合制強優惜み位の白向

Zzネヰル・省ギ資ーの源安墨定蹟供積給立、国省
03割安全供給、環境適合、経済性)の同時

0解7γ決7地紙のエネルギー安全保障への貢献

健康長野社会 O高齢者が元気で活鼠出来るための銭術

安心・安全社会 Oセキ1，1}予ィーや安全な社会イ刀うに関する銭術

世界の科学敏街に貢献 OIT問、スーパーコンピュー子ィング

炉 価しているわけです。いよいよ第 3期のと
申書量策の温め方 Q 揮a貧目z合の的して下経終雄準.礎量選銭・応点街用4会分・3峰野健E主にE事.a人にe絹よを宵り刺.鰻す府等惨省をで遭ー

ころでは知の集積を経済・社会の発展につ

なげることが必要となる段階になってくるのでは

ないか。

我が国を取り巻く環境は、海外、アジア諸国の

急成長、特に中国の急成長によって国際競争が非

常に激化しています。それからエネルギー需要の

増大、これも既に石炭の値段が上がったり、石油

の値段が上がったりしております。 2番目は、国

内では少子高齢化がいよいよ進展して、この2006

年からまさに人口が減り始めるという環境の変化

があります。これらを踏まえて新たな課題への対

応が必要です。この 2つを受けて、我が図が直面

する課題を解決し、世界に貢献していくには、科

学技術立園、産業技術の力が鍵を握っているとい

カル・テクノロジーと呼んでいます。それの設定

とその戦略的推進が必要だとしています。重要技

術の設定については、将来の経済社会の姿を描い

て、その実現に不可欠な重要技術を設定してほし

いということです。その例とて、経済社会の将来

の姿、これは価値創造型「モノ」創り国家を目指

さなければいけない。そのためには材料、デバイ

ス、システム、ソフト技術、強みのある製造業を

核として、これらを融合していく必要があります。

それから情報通信の活用による生産性、利便性向

上に関する技術。例えばユビキタスネットワーク

のようなものにもっと力を入れる必要があるので

はないか。また、将来の経済社会の姿としてエネ
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ルギーの安定供給、省エネ・省資源型環境立国が

必要だということで、 3Eと言っていますが、エ

ネルギーと環境と経済性の同時解決が必要であり

ます。さらに、アジア地区のエネルギー安全保障

への貢献が必要となります。最近日本の生産シス

テムはアジアに、広範に広がっているからです。

将来の健康長寿社会に対しては、高齢者が元気で

活躍できるための技術が必要となります。安心、

安全社会に対しましては、セキュリティーや安全

な社会インフラに関する技術が必要となります。

世界の科学技術に貢献するためには、 ITERと

かスーパーコンビューテイング、これは国際開発

競争でデッドヒートをやっているわけですが、こ

れらをもっと重視して実施する必要があるという

ことです。総合科学技術会議主導によって、府省

連携のもとに重点 4分野に横串を刺す形で、目的、

基礎、応用、実証、人材育成等を一貫して推進し

てほしいと主張しています。これは我々日本工学

アカデミーの提言と比較的似ております。

図表10-(3) 

経団連の提言(3)

における、世界に通用する人材の育成への貢献。

一言で言いますと、産学を含めたCOE、先端エ

クセレンスのプロジェクトを起こしてほしいとい

うことです。

2番目が、国民への成果還元に向けた民間活力

の活用と、政策目標達成への公的研究機関の役割

発揮。もう少し民間を利用しろということと、公

的研究機関の役割を引き出してほしいということ

です。

3番目は、大学・産業界連携による人材育成、

重要問題分野での人材育成の推進などロ特にソフ

トなどの情報通信、バイオ、ナノについて、産学

連携をもっと強化するのに資金をつぎ込むべきだ

という意見です。

最後ですが、政府研究開発投資を増額してほし

い。投資額のさらなる拡充と効率的な政策の推進

をしてほしい。そのーっとして、科学技術総合立

国に向けた投資額の確保。対GDP比 1%。金額

の面、要するに補正予算で何となく賄えるという

のではなくて、 GDP1%を科学技術の

予算にしてほしい。そういう要求です。

それから、その 2として、効率的な政

策の推進、予算配分状況の公表、総合科

大学の研究樋能 r¥
強化と産学官 寸 /

遠鏡推進

(2)r知の創造』を『活力の創出』につなげていくための政策の強化
学技術会議による予算配分権限の発揮、

産業界の総合科学技術会議有識者議員の

増員。経団連が一番言いたいのは、今各

(銭街、人材)
①大学における先端篠術融合型COEの新段(10年先をにらん

だ露宴領調書についての産学の共通m臓の図成、新融合領域

における世界に適用する人材の宵成にも貢献}
②国民への成果還元に向けた民間活力の活用と政策回線遼
成への公的研究機関の役割発締

③文学・産築界連銀による人材育成‘重要分野での人材育成
の推進(ツフトなど情報通侶、バイオ、ナノ}

政府研究開発 r¥1 (3)投資額のさらなる鉱充と効寧的な政策の推進
役貨の地額 寸 /1 ①科学筏術創造立国に向けた投資額の燈保

司 対GDP比 1%、金額の明示

②効率的な政策の縫進{予算の鼠分状況の公表、総合科学技術
会織による予算国分緒限の発婦、産.界の総合斡学篠術会
&1有機者随員の増員}

一一一一 一一一一一ア

|さ…ーな視点に基吋擁の展開科学按術と山関わり | 
への取り組みの強化、中小・ベンチャー企業の育成も重要。 I

社交代で 1人ずつ総合科学技術会議に出

ています。最初が目立さん、それから東

芝さん、今度は三菱重工さんと。そこで、

1人じゃ少ないのではないですか、もう

ちょっと増やすべきだ、ということです。

結局結論として、今、総合科学技術会

議はクーローパルな視点が欠けている。そ

れと社会とのつながりが弱い。また、中

小ベンチャー企業の育成が弱い。大企業

さらに、第 2期では大学の研究機能強化と、産

学官連携を推進してきたわけです(図表10-(3))。

第3期では知の創造を活力の創出に変えてほしい、

それにつなげていくための政策も強化してほしい。

そのーっとしては、大学における先端技術融合型

COEの新設。 10年先をにらんだ重要領域につい

て、産学の共通認識の確立の重要性。新融合領域

のほうを向いているというのが経団連の認識であ

ります。
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関西の動きについて報告します(図表11)。大阪

科学技術センターは現在、技術開発委員会で提言

内容を検討中です。まだ結論を得ていないという

ことです。アンケート調査を行って、技術開発委

員会の委員、幹事の見解をまとめているところで

へ

河内



図表11

大阪科学技術センターの勤き

技術開発委員会で提言内容を検討中

卜わM…一一ケ←H一一一→刊叩ト閣哨翻縮査t術……事の
意見を加える。

|5月を目途に内閣府に提言を提出の予定|

す。昨年まで、私はこの技術開発委員会の委員長を

務めておりました。今年は住友屯工の吉田健一氏

に委員長を引き継いでおります。 5)~をめどに内

!制府に従言をだす予定です。関西地区中心ですが、

産学官の人が集まって、第 3~VJ科学技術悲本計画

にたいする提言をつくろうということであります。

相、の分:fIiはここで終ります。

司 会 どう もあ りがとうございました。経|寸|辿

の動きと関西の動きをご紹介していただきました。

次は女n的製造業に移らせて項きます。 51'(の図

表 1 の右下ですけれども、提言の rl~では手段系で、

「高次のソフ ト技術によるハードの活月JJが重要

であるとうたっております。特1に l番目としまし

て、矢11の統合システムの形成ということをうたっ

ております。政策委員会は本提言のiiijに知的製造

業 という提言をいたしました。その提言を悲にこ

の部分が作成されました。知的製造業のタスクフ

オースの主査をされました飯塚さんからご紹介し

ていただきます。

飯塚さんは日本工学アカデミーの国際委員会の

委員長でもありますが、先ほど1'1'1し上げましたタ

スクフォースの主査で、この抗言をまとめられま

した。提言の中ではともすれば契mw(な言葉がH'，て

くるわけですけれども、それを分かりやすく官-き

直していただきました。

それでは、よろしくお願いいたします。

飯塚幸三 飯塚でございます。現在は日本計主1.振

興協会におります。この女IJ的製造業は、ちょうど

我が匡lの製造業が大変元気がなかった2001:S'1ての暮

れに、こ ういうものが必要で、はないかということ

で記、遮っくりました。2002

4三から2003~p までかけて

一応まとめたわけでござ

います。その報告は今日

お西日りしていないかと思

いますが、 EAJニュー

ス2003年10月号、 No.94に

西保先生の会長談話とし

て発表しております。その前に 7)=.1 15日に「知的

製造業を考えるJという公開シンポジウムを行い

まして、その場で手ムどものタスクフォ ースのまと

めた結呆を発表しました。なおかつ東芝さん、出

土ゼロック スさ ん、それから中堅企業の横尾さん、

ベンチャ 一企業のサイベック コーポ レーシ ョンさ

んという、大変ノ〈ラヱテ ィーに;苛んだフ。ログラム

でお話をいただきました。ご参加いただいた方は

ご記憶のことと思います。

今 日のお話と直接|央J:iili.するわけではないのです

が、私どもの税案書の手段系の l、「知の統合シス

テムの形成を凶るJというと ころと非'，1;f;に関係、が

あるのではないか。この延長線上に手段系の 1が

書かれたということで、その紹介をするようにと

いうお話で務理しました。そういうことですので、

お問きいただければと思います。

わかりやすく話すようにと言-われたので・すが、

手広もわかっていないかもしtしないので、かえって

わかりにくくなるかもしれません。その|侍に考え

ていたイメ ージはこういうようなものだという、

この l枚の絵だけをお話ししたいと思います(図

表12)。

図表12

我々が求めるもののイメージ

医窟盟

データベース

標準化、情報化

妓能、感性
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製造業の日本の強みというのは、藤本隆宏先生

のいわゆる「すり合わせ型」ということであるか

と思います。いろいろな分け方がありますけれど

も、比較的わかりやすいのは、これがいわゆる技

能とか、あるいは感性に裏づけられた、すり令わ

せ型の*111かと思います。一方、データベースをし

っかり撚準化し、あるいは情報化、 IT技術を活

用するということは別の軸になると思い ます。そ

れぞれの車111を評価するということだけでは、製造

業が非常に問主!fiなl時期を乗り越えることはできな

いのではないかと議論しておりました。剥iみ令わ

せ型にはこういうものが必要、すり合わせ翠!には

こういうことが大事、というような藤本先生の議

論がありました。それをさらに乗り越えた、もう

一つ全体を統合したものを、我々は新しい製造業

として目指すべきではないか、というのがタスク

フォースの提言の骨子でありました。

その結来として、現在を超えた公11として、第 3

のタnが必要である。要するにこれらのすり令わせ

型とか、あるいは組み合わせ型の企業を今まで以

上に統合した第 3の知を追求するべきである。具

体的にはどんなことがあるのかというご質IllJIJぜあ

ろうかと忠います。その時ご報告したのは、例え

ば維持符理ソフトで固い込みをする、改持のほう

もたゆまぬ改普でさらに新しい製品に向かう、ノ

ウハウを織り込んだ設計をした先端製品をつくる、

環境エネルギーの1IllJ約を超えるような新技術を開

発する、ブランドを石在立し経営ii攻略として活川す

る、製造業のノウハウをほかの産業へ展開する、

例えば必ずしも製造業ということにこだわらずに、

いろいろなサービス業にもっと製造業のノウハウ

がhi5朋できるのではないか、それがまた新しい製

造業を生み出し、製造業がもう 一つ大きく JUi皮す

るということになるのではないか、それから今ま

での技能あるいはノウハウを、さらにまねのでき

ないようなものに進化させるということ も当然入

っているわけです。

このような統合した知というのは、一体どうい

う教育によって、我が国の中で般づくであろうか、

あるいは;l;Hliliで‘きるであろうかという M~論をいた

しました。そこで忠い至るのは、結同私どものい

ろいろなお等教育、その他すべてに縦I，IiIJりがJな告11

16 

分が強く残っているのではないか。したがって、

教育から改革しなければいけないし、特にこうい

うことを考えられるリーダーを行成する必要があ

るという提言をしたわけでございます。

今回もその延長として、特に工学系とか、ある

いは白然科学系の知lだけではなくて、人文相:会系

と自然工学系の女J]を統合して、 IllJl国間ー決ができる

システムを作らなければならない。さらに、その

ようなシステムを|泊先できるような人材の育成、

そういうシステムの確立が必要ではないか。その

ためには蹴存の枠を超えた発恕ができなければい

けないわけであります。これは業界の厄根である

とか、分野聞の壁であるとか、さらには各省庁の

厄根というものを釆り越えた、大きな視点で全体

を{府i敵して、適格に問題を設定し、解決する必要

があるということを知的製造業のほうでも提言し

ました。それを今回の提言にあわせてお考えいた

だくとありがたいと思います。

以上、簡単でございますが私の話を終ります。

(拍手)

司会 どうもありがとうございました。

今の 3件のご紹介に対して、ご質問iがあ ります

でし ょうか。

後からリターンマッチありという ことで、 討論

の|時間でもご質問lがあれば、|剥述したご質問をし

ていただきたいと思います。

一 休紅!一

3.科学技術政策研究所基本計画レビュー

調査等の紹介

丹羽富士雄 後半の古11

は、科学技術政策研究所

のレビュー調査等の紹介

でございます。先ほど'-1)

原さんからもお話があり

ましたように、文書11科・学

省の下に科学技術政策研

究所がありまして、第 1

~~ J と第 2 mlの基本青|ーi!!IJのレビュー調査を行いまし

た。その平成15年度発表の内容をはしよって紹介

させていただきます。なお、平成16年度にはさら

に充実した調査が実施されておりますが、未だ発



F帆

F帆

表段階ではありません。お手元にパワーポイント

とほとんど同じものがお配りしてありますので、

それをごらんいただければと思います。なお、図

表の一部を快くお貸し項いた科学技術政策研究所

のご好意に深く感謝いたします。

く国の科学技術関係費の推移>(図表13)先ほ

どから議論があります科学技術関係経費の推移で

す。この調査では第 1期が平成 8年から12年、第

2期が13年から16年。その前に比較のためにプレ

1期というのを 5年間とっております。第 1期は

17.6兆円で計画の目標をクリアいたしました。第

2期は21兆円くらいが予想されており、どちらに

しましでも計画目標を達成することは困難な状況

であります。

く3極の科学技術関係予算比較>(図表14) こ

れは全部紹介しておりますと時間がかかりますの

で、左側の図だけにさせていただきます。 3極と

申しますのは、日本、米国、 EUです。その科学

技術関係予算の比較です。注目すべきはアメリカ

で、近年大幅に上昇している状況です。

く政府負担研究開発費の対GDP比率>(図表

15) これも左上の図だけを紹介します。総研究開

発費に対する政府負担の割合です。ご存じの方は

多いかと思いますが、先進国の中で日本が一番下

です。ただ、先進国もだんだん日本に近づいてい

るというような状況です。

く競争的資金の予算の推移>(図表16)右側のと

ころは細かい説明ですので、図だけ紹介させて項

きます。第 1期では研究開発システム、第 2期で

は科学技術システムといいまして、回全体の研究

開発のシステムが大事だということを強調してお

ります。そのシステムを構成するものはたくさん

ありますが、 1つが競争的資金です。これがどの

ように伸ぴたかといいますと、プレ 1期ではそん

なに仲ぴておりません。しかし、 1期ではかなり

伸ぴました。ただ2期ではちょっと伸び悩んでお

りまして、目標に達するのはちょっと困難な状況

です。

く3極の論文数シェア、被引用数シェアの推

移>(図表17)これはアウトプットの一つで、論文

を比較したものです。 3極とありますように、先

ほどと同じように日本、 EU、米国の比較です。

この図は実は有名な図で、見た経験のある方はす

ぐおわかりになるかと思います。横軸に論文シェ

ア、世界の中で何%日本の論文が占めているか。

縦軸に被引用シェア、日本の論文がどのくらい引

用されているか、そのシェアでございます。斜め

線は 1対 1の直線、対角線で、これを超えている

ということは論文発表以上に引用が多い、つまり

質の高い論文が出ているという状況です。この図

は明らかに米国が論文のシェアも引用も他国を圧

倒していることを示しております。日本は右図に

示す状態です。見ていただきますと、シェアは増

えております。プレ 1期では引用はそれに比例す

るほど増えていない。 1期になりますとそれ以上

に、つまり論文の発表シェア以上に被引用が増え

ている。つまり質の高い論文がそれなりに出てい

るという状況です。当然ですけれども、できれば

対角線を超えたいというのが目標だと思います。

く世界のトップクラス論文における日本論文〉

(図表18)これは世界のトップクラス論文における

日本の論文の割合です。世界的に有名なデータベ

ースに基づくものです。そのデータベースでは約

4，000件のジャーナルを扱っており、 1年間で約60

万の論文を扱っております。その中で被引用が多

いもの 1%、したがって約6.000の論文の中で日本

の著者の占める割合です。次に10%、その次は25

%、どちらにしても被引用度の高いカテゴリーの

中で日本のシェアが増えているということであり

ます。

く世界における特許出願の動向>(図表19)これ

は特許の出願状況で、日本は上から 3番目です。

アメリカがトップで、日本は絶対値が増えており

ます。しかしそれ以上にアメリカは増えている。

その他の国というのは、中国とか韓国とか新興国

ですけれども、それがかなり増えていて、シェア

で見ますと日本は減っているというような状況で

す。

く3極の米国特許登録件数シェアと被引用数シ

ェアの推移>(図表20)これは、先ほどの論文と同

じように、横軸に特許の国際的なシェアをとり、

縦軸にその特許が引用されたシェアをとっており

ます。特許の引用とは何かということに疑問を持

たれる方がいらっしゃるかと思います。アメリカ
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図表13

図表14

18 

国の科学技術関係経費の推移

1期計画以前の5か年 (プレ1期)(平成 3-7年度)

1期計画期間中 (1期) (平成 8-12年度)

2期計画期間中 (2期) (平成13-16年度)

12.6兆円 (2.5兆円/年)

17.6兆円 (3.5兆円/年)

15. 1兆円 (3.8兆円/年)
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3極の科学技術関係予算比較
・我が国の科学技術関係予算の額は低い。近年米国の伸びが著しい。

ロ補正3

口繍正2

B補正1

口当初予算

日米EUの政府科学校術関係予算の推移(全体) 日米EUの政府科学技術関係予算の推移(民生のみ)
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図表15

図表16

政府負担研究開発費の対GDP比率
・我が国の研究開発費に占める政府負担割合は、依然として改善されていない。

・我が国の政府負担研究開発費の対GDP比は増加しているが、まだ追いついていない。

主要因における総研究開発費に対する政府負!!l
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競争的資金の予算の推移
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図表17

3極の論文数シェア、被引用数シェアの推移

.日本の論文の被引用数シヱアは梅対的に小さいが、第1期基本計画期間以降、上昇傾向。

日本のみ(拡大図)
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データ:ISI.“Natio開 IScience Indicators 1981-2002~ 

図表18

科学技術政策研究所

世界のトップクラス論文における日本論文

-日本の論文は、被引用頻度ランク上位レベル(=世界のトップクラス)において、
世界でのシェアが増加している。また、全体でもシェアが増加している。

被引用頻度ランク上位レベルでの
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図表19

図表20

世界における特許出願の動向
・世界における特許出願件数を主要国で比較すると、日本の出願件数は増加している

ものの、世界でのシェアは低下しており、 一方、米国のシェアは増加している。

特許出頼件数の推移 特許出願件数シェアの後移
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持1午出願件数に占める割合が‘23.3%(1991年)から5.1栴 (2∞0年)へと18.2ポイント減少していることをあげることができる.
デ一世 WIPO

科学妓術政策研究所

3極の米国特許登録件数シェアと被引用数シェアの推移
(1980-2000年)

・米国特許の登録件数シェアに関しては、日本はEUを上回っており、被引用シェアも比較的高い。
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の特許庁は特許が申請されますと、その特許に既

存の特許で関係したものを審査官、イグザミナー

がチェックしております。ここでも被引用の特許

が多いということは、影響力のある特許が生まれ

ているということを示しております。 3極、日本、

EU、米国では図のような状況になっております。

米国は当然多いわけです。米国の特許庁というこ

ともあって、地の利があるわけです。そういうこ

とを差し引いても米国は、やはり、かなり強大な

地位を占めているというわけであります。

日本をもう少し細かく見ますと、図のような状

態になっていて、特許でも失われた10年のような

感じがありました。今から巻き返すというような

勢いを示しているかと思います。

く研究関係経費の分野別割合>(図表21)この図

は重点 4分野で研究関係経費がどうなっているか

の状況です。プレ 1期ではそんなに増えていない。

1期ではそれなりに増えておりますが、 2期にな

るとそういう重点分野を重視しようということか

と思いますが、増えている状況です。 8分野にす

るとそれほど大きく増えていない。具体的には重

点4分野の割合は、 30%弱から40%強に変わって

いる状況です。

くポスドク等支援の状況>(図表22)これも先ほ

どの科学技術システムを構成する lつの変数かと

思われますが、ポスドクの支援状況です。 1期で

は増えておりますが、 2期ではちょっと息切れし

ているという状況です。ただ、アメリカと比べま

すと日本は 1万1.000人くらい、アメリカは 4万

3.000人くらいでほぼ4倍です。文化や歴史が違い

ますので、単純に比較することはできません。し

かし、人口からいいますと、アメリカは日本の 2

倍くらいですので、単純には比較できませんけれ

ども、日本は少ないように思われます。

く研究人材の流動性向上(経験機関数の状況)>

(図表23)これは研究人材の流動性がどのくらい向

上したかを示す図です。右側の図は、教授職で生

涯の異動する回数です。日本は 1回にも達してい

ないわけで、米国が大体1.5回ぐらい生涯の聞に異

動します。図は平均値ですが、日本は米国の半分

くらいになっております。これは実は微妙な変数

というか、指標でございます。ほんとうは流動'性
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がよくなって、それがいい成果につながっている

という関係を示す指標が必要です。しかし、そう

いうものは得られないということで、一応流動性

だけを示しております。

く国立大学等と企業との共同研究実績>(図表

24)これも先ほどのシステムで言いますと、大学

と企業との共同研究ということで、産学連携の状

況を示したものです。 1期から 2期の初期にかけ

て共同研究の実績が増えております。従来奨学寄

附金が中心で、共同研究は少なかったわけです。

基本計画が実施されることによって共同研究の実

績が増えているという状況を示しております。

く米国特許におけるサイエンスリンケージの推

移>(図表25)日本では基礎研究とかサイエンスの

結果が技術、あるいはさらにイノベーションにつ

ながりにくいと言われております。この図はその

状況を示したものです。専門用語になりますけれ

ども、サイエンスリンケージと申しまして、特許

の中で論文をどのくらい引用しているかの割合で

す。左図は全分野について、日米欧の比較です。

特にライフサイエンス分野(右図)では日本の値は

低い。第 1期基本計画中に低いながらも上昇した

という状況を示しております。

く大学発ベンチャーの創出>(図表26)これは大

学発ペンチャーの創出です。これも先ほどの科学

技術システムに関係する変数と思われます。 1期

のころにかなり増加しているという状況です。こ

れらがどんな分野かということを右側の図に示し

ております。

以上は平成15年度の科学技術政策研究所のレビ

ュー調査の 1部です。大事なことを幾つか申し忘

れました。 1つは第 1期、 2期の科学技術政策研

究所のレビュー調査というのは非常に膨大なもの

で、報告書にしても50cm程の厚さがあります。私

が引用させていただきましたのは、その最初の部

分、イントロダクションの部分です。しかもその

イントロダクションが60枚ぐらいの図になってお

りまして、その中から十数枚利用させていただい

たという状況です。私が紹介した図自体も非常に

字が細かくて見にくいというご不満があるかと思

います。私は科学技術政策研究所の結果をそのま

ま利用させていただ、いておりまして、なるべく手

時)

へ



図表21
研究関係経費の分野別割合

・重点化が語われている2期計画期間中、重点4分野の割合は増加している。

科学技術関係経費における研究関係経費の研究分野別割合の推移
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重点
研究関係経費 4分野割合

プレ1期 6兆1.382億円 29<1% 

(平成3
~7年度) I 

1期 8兆8，091億円 37.6%

(平成8 I 

~12年度) I 

2期 5兆7.730億円 41.9%

(平成13

~15年度)

注工事2MU学誌術革本計曹のru竿技術由駿略的量点化』における[6¥礎罰究』や『国軍的吐会的0:0に対応した研究開発』に関わらず.窃究関係経費を対車に算出.
;主2:平成3-同年度と平成同等度以慢とでは集計方宏が興Uる.

注3:'?'庇同年度目隠については.文部ね学者f平成同年度における科学後術開保健ItJ丘ぴ告年底値をもとに累計することを革本とした.但1...独立行政ill人については.a;!tft交付虫のうち研
究費相当分自動合を前身国立民段研究~聞の予算使途別割合をもとに算出1.. . 分野別栴合は文飾科学宙14学設備・学術政策局が各省庁に照会した分野別調書古蹟憶を用いた.賊φ的資金
については.開局が骨省停に照合した分野別割合蝕僅を用いた.国立大牢寄については.全国自国立大牢噂白分野沼教官践を算出し.1人当たり繍算皿倍を活用しながら分野丸捌合を算出

した.
j主4 平成3-12年度については.上記のほか国会拠出予算書(-般金計.特別企針}と骨1事訴訟人の予算書を用いて研究費を算出1...別途研究開魁別予算データから算出した升野別予算削古苦

提じて計算した.
，主5平成3-1.年度苫では出初予耳と補正予曹の針.平成15年度1;1.由初予耳である.

出呉:文郵科宇省『早fl15牢寝における科牢篠術関係経ftJ且ぴ骨堂零度臨.国会復出予3軍事.文部科掌省ね牢館街・牢術政箆局による控立行Illill人.n俗的措室町産担当t草へ白隠書結果、文部

科学古監修『全自I式Itl:'究目担割名8lJ等をもとに.斜学銃術証主筒研究所且ぴ指三菱総古研究所による分野分G作l!Iを行った上で作成

科学技術政策研究所

図表22

ポスドク等支援の状況
.臼本のポスドク等の支媛数は平成11年度|二1万人を突破。

・米国では科学技術系のみで43.000人程度。(日本の自然科学系ポスドク等は約6.750人(※))

{人} 米自の自然科学系ポスドク数の推移
50.000 

‘5.000 
、。瑚拍

'0.000 

8出抽
35.000 

30<000 

6民)() 25.000 

20.000 

回 15.000

2似珂
10.000 

5.000 

.(2.89 米国
43，044 

1995 1997 内99 2∞1 200J (年度) 191・1995 1996 1991 UI・19912000 200'割

.，尊士銀総守その他 出典 NSF.-S町 V町。fG同 d凶 lCStudents and Post由ctorate:oIn 

ロ 1曙土謀I~ 日本学術!1i興会 SClence加 dEnglneering" 

ロ ポスドウその他の省庁

・ポスドヲ.その他文部科学省

圃ポスドク日本学術復興会{日本人) :弘元}是正通量;両主主-ゐ泳三J32-LHぶ示iミー-，
出 典.文節科学省科学筏術・学術政策局予算関係資料より作成 ~ . ~!;相主(2竺!ゴ円竺望l坦Il主!きItl::王手了一一一…:

科学妓術政策研究所
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図表23

図表24

24 

研究人材の流動性向上(経験機関数の状況)
・研究者の経験機関数は、 50歳代までは1機関のみが半数以上

・大学教授職では、生涯異動数は0.78図で、米国の約半分

研究人材{民聞を含む)の経験織関敏

郎 201 4侃 6嶋 S偶川鴻

60怠以.J:;

50館-60怠

4OQ-50怠

35銭-40歳

30怠-358

却鎗未満

出兵:文書E科学省「わが国の研究活動の実怨に関する翻査J
{平成12年度}より

オーストラリ

教捜聴の生還異動期待値 {固}
0.00 O.叩 1.00 1.50 2;∞ 乞田 3.凶 3却 4.00 

注:30年在鳴と仮定し‘年鈴とそれまでの異動経験より生運の異動国
数を縫定したもの.
出A:r大学設綬国際調査J(19伺年鶴査実施}カーネギー財団より成

科学技術政策研究所

国立大学等と企業との共同研究実績
・産学連携が進むにつれ、企業との共同研究件数は順調に増加。

4，500 

4，000 

3，500 

3，000 

件 2，500

数 2.000

1，500 

1.000 

500 

国立大学等と企業との共同研究実施件数

丸....1期 1期 2期

出兵:文郁科学省『産学逮畿 19鈎-2001J20飽年3.1'l

科学妓衛政策研究所

へ

局内



図表25

米国特許におけるサイエンスリンケージの推移

-特許と科学論文の連関の強さを示すサイエンスリンケージによると、臼本の特
許は、欧米に比較して、科学論文との連関が小さい。

ライフサイエンス分野

14.0 

12.0 

71ao 
エ
ン 8.0
ス

;60 

ケ
I 4.0 

:;/ 

2.0 

全分野

3.5 

3.0 

7Z5 
ヱ
ン 2.0
ス

; 15 

ケ

I 1.0 
二〆

0.5 

02 01 ∞ 99 

i主:rサイエンスリンケージ』は.米邑特許の符許審査報告書撃における科学:a文等の引用件数(符Eれ件当たりの引用件数}

であり‘特許におけるね学知機の活用度を示す.

デーヲ:CHI Research Inc“Inlem凶。n81Technol。前 Indico回目 1980-2∞f

95 96 97 98 
年{単年)

94 93 92 91 
0.0 

02 01 ∞ 的96 97 98 
年{単年)

95 94 93 92 91 

。。

科学枝術政策研究所

大学発ベンチャーの創出
・大学発ベンチャーの創出数は1990年代末より急増。(重点、4分野に関わる創業が全体

の6割強)

図表26

大学発ベンチャーの業種分類大学発ベンチャーの設立数の推移

※ 2∞3年8.Flにおける役立累計1ま
614社

霊点4分野の中でも、 特に情報通信、 ライフサ

イエンス分野に集中

~矧 A1剣
‘を

国

40 

'却

E回

国

各
毎
回

位

立
控

電乎・檀11
1仇

主主:2003年8月時点における614t.土の内IR
出典:r平成15年度大学発ベンチャーに関する問査結集につ

いてJ(平成16年1月、筑・波大学絡道受褒資料)を2!に、

科学筏術政察研究所が作成
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を加えないようにしました。見にくい状況になっ

ておりまして、申し訳ございません。科学技術政

策研究所としましては、自分たちが行ったレビュ

ー調査の内容をできる限り正確に表現しようと努

力したわけであります。

図表27

Policy Coordination 
Challenge for 3吋 planto manage interface with other 
policy areas 

くPolicyCoordination> (図表27)科学技術政

策研究所はレビュー調査をもとに、国際シンポジ

ウムを開催しました。その国際シンポジウムのキ

ーノートスピーカーはルーク・ジョージオという

イギリスのマンチェスター大学の教授で、科学技

術政策の専門家です。彼が結論の 1つに挙げたの

が、ポリシーコーディネーションというもので、

この図です。

この図でCSTPというのは総合科学技術会議

です。総合科学技術の政策はほかの産業政策であ

るとか、教育政策であるとか、医療に関する政策

とか、そういうものと調和しなければいけないと

いう主張でした。

ただ、彼はその前に 1つ言っていることがあり

ます。それは、「イノベーション政策の枠組みのも

とでJということです。科学や技術の成果は製品

とか、社会問題の解決とか、そういうものにつな

がらねばならないという枠組みの中で、この図を

挙げております。彼はそのほかに、科学技術政策

研究所は先ほど紹介しましたように、量的な指標

をかなりたくさん提示したわけですけれども、量

的な指標だけではやはり不十分であって、質的な

評価が必要である。これはおそらく先ほどから議

論がありますように、専門家による評価が必要で

26 

ある、ということだと思います。

次に、日本はどちらかといいますと、外国のよ

い政策、すばらしい政策を移植しようというよう

な動きがあります。そういうものについては文化

とか歴史が違うので、単純な移転はできないであ

ろうと言っております。

最後に、第 3期基本計画には事前評価が必要で

はないか。これは世界的な傾向かと思いますが、

政策について事前評価が必要ではないか。そのと

きの基準は合理性、ラショナルであるということ

が重要であると言っております。日本工学アカデ

ミーでは数年前に「科学技術政策目標の体系化J

を試行しまして、それを第 2次基本計画の提言と

して出しました。そういう体系の中で合酬を考 へ
えるというのも 1っかと、ちょっと我田引水かも

しれませんが、解釈しております。

図表28

イノベーション活動実施企業の割合

加

80 
~ 70 

笛伺
~田

昌40

.30 
fA( 20 

10 。
--・・・・v. --..・・ー

小銀銭 中規模

企3際線復
大匁篠

榊糊蹴鵬所、r全国イJベーション臨鮒駒:il

くイノベーション活動実施企業の割合>(図表

28)科学技術政策研究所は先ほどのレビュー調査

とは独立に、世界的な流れの中で、特にヨーロッ

パ、 EUが中心ですけれども、イノベーション調

査を行いました。その膨大な調査報告書が出てお

ります。その中で、イノベーション活動実施企業

の割合というのがありました。その結果の一部を

図にしました。下が日本で、上がEUであります。

実線が鉱工業で、点線がサービス業。なぜ鉱工業

かと言われましでも困りますが、そういう分類し

かなかったからそれを使わざるを得ませんでした。

言葉の意味の違いなどいろいろな違いがありまし

て、単純には比較はできないかと思います。この

へ



F帆

F帆

図をあえて単純に見れば、日本のイノベーション

活動企業の割合はEUよりも少し少ないのではな

いか。図で中規模とありますが、中規模というの

は50人以上250人以下の企業です。こういう企業群

がもう少しイノベーション活動を活発にやる必要

があるのではないかと、 EUと比較して主観的で

はありますけれども思いました。この点は大変重

要でないかと考えております。

以上、非常に早足の上、図表ばかりで、全部完

全に理解できるような時間ではありませんでした

けれども、背景となるデータをご紹介いたしまし

た。(拍手)

4 .提言の実現に向けて

当談話サロンの討論は、政策委員会からの報告

の後、午後4時頃から5時過ぎまで、約1時間にわた

って行われた。そこで提出された意見の内容を、

ほぽ時間順に内容別にまとめたものが以下の I-III

である。

1 .科学技術政策研究所の基本計画レビュー調査

等の紹介に関する質疑応答

ー論文の質:内容から見ると、日本の論文の方

がレベルが高い分野がある。統計分析でその

ような状況を明らかにできないか。

ー産学の共同研究:日本の共同研究の場合、優

れたリーダーがおらず、よい成果に結ぴつい

ていない。

ー人材の流動性:流動的でない原因は、組織横

断的に年金の接続性がないことである。国際

的にも接続性がないといけない。その対処法

を研究すべきである。

11.提言の内容に関する意見

ーソフトウェアサイエンス:最近では情報検索

など、ソフトウェアだけで 1つのまとまった

学問領域が形成されている。今後、研究、人

材育成、振興の各面にわたり、関連諸学会が

より積極的に取り組むよう、工学アカデミー

も呼びかけるべきである。

ー包括的安全保障:アメリカでは国防総省の研

究費が多様な形で広範に大学での研究に使用

されている。背景に、アメリカ議会で容易に

合意が得られるという事情がある。このよう

な状況について、日米の比較研究が必要であ

る。

ー総合科学技術会議への予算配分権付与:日米

を比較すると、総合科学技術会議に予算配分

権限がないことが問題であると分る。予算配

分権付与についての検討が必要である。

ー問題解決一文理統合:問題解決型を標務して

いるが、もう少し身近に迫った問題でないと、

一般の人は問題として実感してくれない。何

が問題か、それをどう見つけるかなどを明ら

かにすべきである。

一国家目標: f国家の戦略的政策jを標務しな

がら、日本が21世紀で何になりたいかという

ことがあまりはっきりしていない。明らかに

すべきである。

一科学技術政策の事前評価:提言では効果的な

評価システムということで、中間評価と事後

評価の重要性を強調している。同様に、事前

評価についてもその重要性を強調すべきであ

る。

ー博士の育成:工学系の博士課程は平均6、7害11

しか充足されていない。問題は博士コースの

経費面の厳しさにあり、有効な対策の一つは

奨学金である。制度面で、抜本的に対処する

必要がある。

ポスドクの問題では、企業が採用するかどう

かという問題が深刻である。具体的には、包

指共同研究を実施し、共同でポスドクを採用

するなどがある。

ー技術リテラシー:国民の技術リテラシーの抜

本的な向上を図る必要がある。本提言が20年、

30年先を視野に入れているのであれば、その

見地から技術リテラシーの内容を充実させる

必要がある。

III.提言の在り方

一平易な表現 <f社会話Jと言う):科学技術に

関する様々な提言が極めて専門的であり、一

般の人には理解不可能である。そこで、社会

語への翻訳が必要になる。社会語に翻訳され

た途端に、提言は誰にでも分るようになり、

活用されるようになる。

並行して、メディアを多様に使うことを意図
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すべきである。

一総合科学技術会議への働きかけ:総合科学技

術会議に対して日本工学アカデミーは抽象的

な提言をしているが、それだけでは不十分で

ある。より具体的な例を挙げるなど、具体性

を高めるべきである。

ー工学アカデミーの役割:日本工学アカデミー

は非政府組織であり、非政府組織でしか言え

ないことを，思い切って明確に言うべきである。

1V.提言の実現に向けて

28 

政策委員会は、上述のサロンの討論内容を検

討した結果、以下の諸点にも留意しつつ、本

提言の実現を関係各位に今後とも要請する。

1.総合科学技術会議は科学技術予算案について、

強力な指導性を発揮すべきである。

2.科学技術基本計画を含めて、各省の科学技術

に関する諸政策を事前評価の対象とするべき

である。

3.ハードウェアから独立したソフトウェアの重

要性を認識し、その強化をはかるべきである。

なお、政策委員会は、以上の提言を含めて、

科学技術の広報に当たっては、社会の広い階

層が理解できるような表現に努める。

(社)日本工学アカデミ一政策委員会

時 1
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